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《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

○多様化している障がいにあった相談支援を行うとともに、新たな障がいに対しては、高次脳機能
障がい者を対象とした生活訓練や社会復帰の支援のためにグループワークを拡充する。

○既存の就労支援体制を継続するとともに、現在実施している清掃業務・施設受付業務の訓練に加
えて事務系の訓練を実施する等、メニューを拡大し、障がい者の就労を幅広く支援していく。

○こころの状況を把握するためのシステムを構築するとともに、関係機関と連携し、現状分析から
各所管窓口への引継ぎ方法の検討及びこころの小さなサインに気づくための研修等総合的な自殺予
防に向けた体制を整備する。

障がい者の就労支援や社会参加を促進する取組の必要性は高く、特
に自殺予防については重要性が高い。
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施策の分類
分類についての説明・意見等

前年度設定 今年度設定

－

－

じょぶあらかわ新規就労者数
平成22年度は見込み者数

区内作業所の平均月額工賃
平成22年度は見込み額

関連部課名 福祉部障害者福祉課

　障がい者が安心して暮らすことができ、その人なりの自立した生活を営めるための支援を行う。
また、三障がい（身体障がい・知的障がい・精神障がい）のみならず、高次脳機能障がいや発達障
がい、心の悩みを抱える人に対するサポート体制を確立し、支援する。
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平成22年度は5月31日現在

19年度

行政評価
事業体系

分野

重点的
に推進

重点的
に推進

指
　
　
　
　
標

新規就職者数

１人当たり工賃

身体障害者手帳所持者数

愛の手帳所持者数

19,000

－

指標に関する説明

○身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者のいずれも手帳所持者数が増加傾向にあり、それぞ
れの障がいの状況にあった相談支援が求められているとともに、高次脳機能障がいや発達障がい
等、新たな障がいといわれる障がい者も増えていることから、一人一人に合った支援をしていく必
要がある。

○障がい者の就労支援においては、当事者と雇用主の両方の視点から様々な支援を行ってきている
が、就労を希望する障がい者の多様なニーズに対応していく必要がある。

○精神分野においては、様々な悩みを抱える人が増えていることから、きめ細やかな相談支援体制
を整備する必要がある。

施策の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(28年度)

40

精神障害者保健福祉手帳
所持者数

内線
福祉部障害者福祉課
山形　実 2680

施策名
部課名
課長名

施策No障がい者の地域社会での自立支援 02-06

生涯健康都市[Ⅰ]

政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]
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06-05-46

06-05-51

06-05-52

精神障がい者の安定した地域生活
継続のために必要な事業である

06-05-01

06-05-02

06-05-03

06-05-04

06-05-05

06-05-06

06-05-40

06-05-41

06-05-43

6,082

継続 現状の規模で実施する

精神保健福祉事業 1,988

聴覚障がい者相談事業 99 234 推進

1,967

障害者地域自立支援協議会運
営事業

－06-05-73

5,600

障がい者プラン策定事業 06-05-74 743

重点的
に推進

区内の作業所利用者の工賃増収を
図る

推進
関係機関等との連携を図り、事業
の円滑な運営に取り組む

5,070
重点的
に推進

06-05-72

－ 推進

19,05206-05-68

作業所等経営ネットワーク支
援事業

－

推進 ひきこもり対策の充実を図る

06-05-69障がい者雇用支援事業 182,804

推進

2,254 推進

20,402
障がい者就労支援センター運
営事業

ひきこもり家族教室 229 187 推進06-05-66

薬物・酒害対策事業 1,024 1,081 推進06-05-65

合　計

13,201 継続 継続障害程度区分認定事務 11,213

精神保健福祉ネットワーク事
業

推進 推進130

－ － 継続

373,228 431,134 継続

－ － 継続

継続－ － 継続

－ － 継続

－ － 継続

－ － 継続 継続

－ － 継続

事務事業
No

施策推進のため
の分類

前年度
設　定

今年度
設　定

21年度20年度

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

分類についての説明・意見等

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する
精神障害者保健福祉手帳の交
付

520 520

672 672
福祉事業事務費（身体・知的
障害相談員）

障がい者団体補助

自立支援医療（更生医療）給
付事業

障がい者運動会補助

難病医療助成事業

福祉事業事務費（障害福祉専
門推進員）

施策を構成する事務事業の分類

愛の手帳の交付

身体障害者手帳の交付

東京都心身障害者扶養共済制
度

東京都心身障害者扶養年金制
度

事務事業名
決算額（千円）

自立支援医療（精神通院）制
度等

都営交通無料乗車券等の発行
事務

継続－ － 継続

10,970 13,411 継続

継続

継続

継続

継続

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

継続

継続

継続

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

継続

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

継続

継続

継続

継続 継続

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

614,280 502,746

現状の規模で実施する

1,000 1,000

多様化する事例に対応するため、
関係機関のﾈｯﾄﾜｰｸを充実させる

94

推進
23年度中に次期障がい者プランの
策定を行う

138 0

重点的
に推進

障がい者の就労に向けて継続的に
取り組む

重点的
に推進

障がい者の就労支援・促進のため
重要な事業である

推進
様々な依存症に対応するよう取り
組む

福祉事業事務費（成年後見事
業費）

06-05-53

推進
重点的
に推進

継続 継続

推進 推進

－
休止･
完了

高次脳機能障がい等新たな障がい
への対策の充実を図る

相談事業 06-05-78 4,824 5,357 推進 推進
障害者自立支援法必須事業であ
り、相談支援事業の充実を図る

機能訓練事業 06-05-79

推進
重点的
に推進

自殺予防対策の充実を図る自殺予防対策事業 06-05-67 46 80


